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調査報告
「外国語活動・外国語科完全実施に向けた課題の整理と
改善の一助としてのモデルプランの提案」
中西 浩一
要 旨
2020 年度の学習指導要領完全実施が迫る中、小学校では教員の英語に対する「苦手意識」が依然
として強く、授業に必要な指導力・英語力に不安を抱える教員が多いという現状がある。文部科学省
（以下国と記す）は平成 29 年度以降、児童用教材、教師用指導書、ワークシート、指導案例、デジタ
ル教材等を作成し順次各学校に提供しているが、学校現場では教師用指導書や指導案例はもとより、
デジタル教材等も含めて効果的に活用できていない授業を散見する。話を聞くと「外国語（活動）だけ
に時間を割いていられない」「打ち合わせや準備の時間がない」「英語に自信がない」「とっさに英語
が出てこない」「指導案例を見てもよくわからない」「教材や資料がたくさんあってどれをどう見てい
いのかわからない」等、日々多忙な学校現場の現状や教員の不安、困り感がうかがえる。そのすべて
を支援するのは難しいが、指導の仕方や英語力に不安を持つ教員が少しでも自信を持って授業ができ
るよう、国の指導案例をもとに分かり易くかつ使い易いように作成した「モデルプラン」を提案する。
今後学校現場での実践を経て「モデルプラン」を改善していくとともに、教員の意識変化等について
も調査をしていきたい。
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1 ．小学校の現状と課題
現行の外国語活動が高学年において必修化されて 8年経つにも関わらず、一部の研究校等を除き多
くの一般公立小学校においては「外国語活動・外国語科の授業を行うための指導力、英語力が十分で
はない教員がまだ多い」という現実がある。特に小学校で初めての教科となる「外国語科」の指導に
関する不安が大きい。このままでは、2020 年度の完全実施及びそれ以降の授業実践、ひいては児童
の学力保障に関して不安が拭えない。まずは、小学校の現状と課題について様々な調査結果や現状認
識をもとに整理する。
（1）全国的な調査等から見える現状と課題について
平成 26 年 4 月に開催された「英語教育の在り方に関する有識者会議（第 3回）配付資料 【3－1】小
学校における外国語活動の現状・成果・課題」によると、指導者に関する課題として次のような点が
指摘されている。
参考資料 1「小学校における外国語活動の現状・成果・課題」（文部科学省）平成 26年 4月より抜粋
【指導者】
○外国語活動の実施に当たっての課題として、「準備や打ちあわせの時間の確保」（51.3％）、「教員
の指導力」（44.9％）、「ALT等の外部人材との打合せ」（30.0％）、外国語活動に関する教員研修
（23.8％）が挙げられている。
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要は、学年教員間やALT等との準備や打ち合わせの時間が足りない。研修も十分に受けられてお
らず、外国語活動の指導に不安があるということである。これらは、筆者が数々の学校現場で把握し
ている現状とも概ね一致する。また同調査によると小学校の 67％がALT等の外部人材を活用して
いるとのことであるが、各地の実態を見聞きする限りでは、多くの教室で外部人材に指導を「依存し
ている」傾向が見られる。外部人材を適切に活用できればよいが、依存してしまうと結果的に教員の
指導力向上につながらない。その点も課題である。
また、表 1は文部科学省による全国の小学校を対象にした調査結果からの抜粋であるが、指導者の
大半を占める学級担任が授業をするにあたり、年に 1～2回程度の外国語（活動）校内研修や、校外の
外国語研修参加者が全小学校教員の約 16％しかいないという状況は、平成 30・31 年度における、新
学習指導要領完全実施のための移行期間をスムーズに実施する上で大きな課題である。
（2）教員の意識について ※「外国語活動・外国語科の授業に関する教員アンケート」（中西）平成30年 8 月より
今夏校内研修等で訪問した高槻市内 4小学校（いずれも研究指定校等ではない一般校）の教員計 78
人（支援学級担任を含む全学年の教員）に、「困っていること」について自由記述で書いてもらったと
ころ、最も多かったのは「自分の英語力（発音に自信がない、英語が出てこない、スモールトークが
できない、うまく話せない、ALTとの打ち合わせができない等）」で、約 7割の教員に英語力の不安
に関する記述が見られた。また「指導法に関する悩み」は約 6割、「ALT等との打ち合わせの時間確
保」が約 3割であった。前述の有識者会議で指摘のあった課題と重なる部分も見られる。
（3）教材研究・授業準備に使える時間について
次に教員が外国語（活動）の授業を行うために必要な教材研究や準備の時間についてである。
表 2は、「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の制定並びに幼稚園教育要領の全部を改正す
る告示、小学校学習指導要領の全部を改正する告示及び中学校学習指導要領の全部を改正する告示等
の公示について（通知）」（文部科学省）平成 29 年 3 月 31 日より抜粋した小学校の標準授業時間数であ
る。
これを実際の週時間数（時間割内の週コマ数）にしてみると、表 3のようになる。3年生の外国語活
動は、週 28 コマのうち 1コマ、4年生の外国語活動は、週 29 コマのうち 1コマ、5、6年生の外国語
科は、それぞれ週 29 コマのうち 2コマであり、全体に占める割合は小さい（本週コマ数には、クラブ・
委員会活動等は含まれていない）。
学校によって教育課程や時間割は多少異なるが、高槻市内の一般的な小学校の場合、6時間の授業
後、下校指導を終えて教員が会議や授業準備等に取り掛かれるのは早くて 4時過ぎである。（5時の
勤務時間終了まで 1時間もない。）またこの 4時過ぎからの時間を毎日教材研究や授業準備にあてられ
るわけではない。欠席の児童だけでなく、様々な児童について毎日保護者と連絡を取り合うことに加
えて、職員会議をはじめ、各部会の会議、いじめ不登校対策委員会、生徒指導会議、ケース会議、校
高学年で「教科」として外国語を実施している小学校 8.1%
指導者の内訳：学級担任 91.9%
指導者の内訳：専科教員等 4.3%
中学校・高等学校の英語免許を所有する小学校教員 5.4%
都道府県・市町村の外国語研修参加者（延べ） 56,786 人（全小学校教員の約 16％）
外国語（活動）の校内研修実施総数 33,283 回（各校年 1～2回程度）
小学校教員のうち海外留学経験者数 5.5％（その約半分は 1ヶ月以内）
表 1 「平成 29年度英語教育実施状況調査」（文部科学省）より抜粋
※（ ）内は中西による
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内研修等が行われる。月曜日を学年会議の日として緊急対応以外の会議は設定しないようにし、その
週の授業や行事等について学年で打ち合わせや準備ができるようにしたとしても、例えば 4年生であ
れば、国語、算数、社会、理科、体育、音楽、図画工作、道徳、特別活動、総合的な学習の時間、外
国語活動と週に 11 教科等がある。行事も大小様々ありその準備等も必要な中、コマ数の少ない外国
語活動・外国語科の準備や教材研究に割く時間はおのずと限られてしまう。
区 分 第 1学年 第 2学年 第 3学年 第 4学年 第 5学年 第 6学年
各 教 科 の
授 業 時 数
国 語 306 315 245 245 175 175
社 会 70 90 100 105
算 数 136 175 175 175 175 175
理 科 90 105 105 105
生 活 102 105
音 楽 68 70 60 60 50 50
図画工作 68 70 60 60 50 50
家 庭 60 55
体 育 102 105 105 105 90 90
外 国 語 70 70
特 別 の 教 科 で あ る 道 徳
の 授 業 時 数 34 35 35 35 35 35
外 国 語 活 動 の 授 業 時 数 35 35
総 合 的 な 学 習 の 時 間
の 授 業 時 数 70 70 70 70
特 別 活 動 の 授 業 時 数 34 35 35 35 35 35
総 授 業 時 数 850 910 980 1015 1015 1015
教科等/学年 1年 2年 3年 4年 5年 6年
国 語 8－9 9 7 7 5 5
社 会 － － 2 2－3 2－3 3
算 数 5 5 5 5 5 5
理 科 － － 2－3 3 3 3
生 活 2－3 3 － － － －
音 楽 1－2 2 1－2 1－2 1－2 1－2
図 画 工 作 1－2 2 1－2 1－2 1－2 1－2
家 庭 － － － － 1－2 1－2
体 育 2－3 3 3 3 2－3 2－3
外 国 語 － － － － 2 2
道 徳 1－2 1 1 1 1 1
外国語（活動） － － 1 1 － －
総合的な学習の時間 － － 2 2 2 2
特別活動（学級活動のみ） 1－2 1 1 1 1 1
表 2 小学校標準授業時間数
① 小学校
注 1 この表の授業時数の 1単位時間は、45 分とする。
2 特別活動の授業時数は、小学校学習指導要領で定める学級活動（学校給食に係るものを除く。）に充てるものとする。
表 3 各教科等週時間数
※中西作成
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（4）校内研修の実施状況について
前述の「平成 29 年度英語教育実施状況調査」（文部科学省）によると、外国語に関する校内研修は平
均すると各校あたり年間 1～2回程度しか行われていないということである。校内研修の実態につい
て高槻市内のある小学校の例を見てみよう。
高槻市立A小学校は、今夏校内研修会で訪問した学校の 1つで、5、6年生で週 1時間の外国語活
動を行う、研究校ではない一般の公立小学校である。A小学校における外国語に関する校内研修の
実施状況（平成 29 年度）は次のとおりである。
①朝の職員打ち合わせ時に、3分間の英語研修。毎週火曜日。年間 30 回程度実施。
②夏期休業期間中に、90 分×4本の研修（中学校区の全小学校教員、中学校英語科教員を対象に実施）。
③12～1 月にかけて、3・4年生でHi, friends!を使用して、各 3単元の外国語活動の授業を実施。
④同期間 1・2年生では、大阪府教育庁作成のDreamを朝学習の時間に週 2回×7週間実施。
⑤次年度からの先行実施に向けて、3月に新教材の活用に関する校内研修を実施。
A小学校では、外国語以外にも、危機管理（災害、不審者、アレルギー対応、エピペン講習、救急
安全講習、情報モラル、個人情報管理等）、各教科の授業づくり、保護者対応、生徒指導、いじめ、
不登校、人権教育、集団づくり、特別支援教育、道徳等多岐に渡る校内研修が年間通して実施されて
いる。年間で校内研修に使える時間は限られているが、様々な工夫をしながら研修を行っており、A
小学校における外国語の研修は、前述の「平成 29 年度英語教育実施状況調査」（文部科学省）の結果と
比べると多い方である。しかし、この学校においても校内研修後に行った「外国語活動・外国語科の
授業に関する教員アンケート」（中西）によれば、研修参加教員 17 人中 14 人が指導に必要な英語力や
指導法に何らかの「困り感」を感じているという状況であった。
（5）その他の背景等
高学年における外国語活動の必修化から 8年が経つにも関わらず、なぜこのような状況なのか。各
学校がこれらの課題を真摯に受け止める必要があるのは言うまでもないが、学校だけではどうにもで
きないことが多々あるのも事実である。平成 23 年度に必修化されたのは 5、6年生であるが、小学校
の教員は、必ずしも全員が支援学級を含めて 1～6年全ての学年を担当するわけではない。1年生と 6
年生では児童の実態、その指導法はかなり異なり、全学年をコンスタントに担任できる教員はそう多
くない。低学年の指導が上手な教員、中学年が上手な教員、高学年が上手な教員、支援学級が上手な
教員、いろいろである。また、筆者の経験や児童の発達段階、教育課程・指導内容等から考えると、
1～4年生と 5、6年生の間に 1つの「区切り」があるように思う。多くの小中一貫教育校が 4・3・2
制を採用するのもそこに理由がある。1～4年生を得意とする教員は、5、6年生を担任する機会は多
くない。高学年を得意とする教員は、どうしても 5、6年生を担任する機会が多くなる。結果的に、
この 8年間で外国語活動の授業を自分でしたことがないという教員も少なからず存在する。また昨今
教員の世代交代も急激に進んでいる。大阪府では、過去 10 年間に教員の退職に伴う新規採用、産休
育休等に伴う講師採用の増加等により、毎年 1/4～1/3 程度の教職員が入れ替わる学校もある。そん
な中若い教員に求められる指導力は、国語、算数、体育、社会等実施時間数の多い教科や児童理解、
生徒指導、保護者対応、特別支援教育、人権教育等に重きがおかれ、外国語活動の研究や準備に時間
を割くのが難しいという状況がある。こういった背景も、各種のアンケート調査等に「教員の英語力・
英語指導に関する不安」として表れる一因であろう。
（6）課題の整理
改めて課題を整理してみると次のようになる。
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①授業を行うために必要な英語力の不足とそれに伴う不安。
②様々な教材教具等を使って授業をするために必要な授業設計力と指導力。
③授業準備や打ち合わせ等に必要な時間。
④必要な教員研修の機会。
そもそも③④が保障されなければ①②も難しいわけであるが、これについては個々の教員に求めら
れても解決は容易ではない。校長のマネジメントや教育委員会による具体の施策等が必要であろう。
2 ．課題の改善のために
（1）効果的なOJT（On the Job Training）の実施
外国語活動・外国語科の授業がすぐにできるようになる特効薬のようなものはない。基本は他の教
科等と同じである。学年の教員が共に教材研究を行い、授業の準備をする。1コマの授業が終わる度
に振り返りと打ち合わせをしながら次の授業に備える。単元のまとまりで授業を振り返り、児童の見
取り、評価記録を残していく……等、日々の地道な取組を積み重ねていくしかない。ただ、大変多忙
な学校現場である。できる限り短時間で効率的・効果的な授業準備をする必要がある。そのためには、
たとえ年に数回であっても、日々の取組と関連させた校内授業研究会・研修会を実施するとともに、
日々の授業を通して英語力や指導技術を向上させていくOJTの推進が必要であろう。
（2）「モデルプラン」の提案
国は外国語活動・外国語科の授業が行えるよう、Let’s Try! 1,2, We Can! 1,2、指導書、指導案例、
デジタル教材、ワークシート等様々な教材を各学校に提供してきたが、まだまだそれらを効率よく、
効果的に活用できていない現状がある。その状況を少しでも改善するための具体策の 1つを提案する。
学習指導要領に示された目標、すなわち「つけたい力」を実現するための「設計書」が学習指導案
である。教材という「具材」を「料理」するためのレシピとも言えるかもしれない。授業をするにあ
たり、教材とともに最も重要なものである。国が提供している指導案例は、中学校との接続も視野に
入れながら、大変丁寧で細かく作られている。しかし小学校教員にとっては指導内容が多く、学習の
流れがわかりにくい所もある。特に 5、6年生用のWe Can! 1, 2 の指導案は、3年生から 70 時間の外
国語活動を経たことを前提に作られているため、これまでの教材Hi, friends!に比べると例えば使用さ
れている語彙数は 2～3倍に増えている。3、4年生用の Let’s Try! 1, 2 にも指導内容が多い lesson や、
一般的な小学校教員にとって内容がわかりにくい部分も多々見られる。こういった国の指導案例を改
善して、小学校教員にも分かり易く（見易く）、かつ使い易く授業のイメージを持ち易い「モデルプラ
ン」として作成し、必要とする学校に提供することを提案する。もちろんこれはあくまで「基本的な
プラン」であり、名前の通りまずはモデルとして真似をするところから始めるためのものである。
「モデルプラン」を基に、一定の授業が実施されるようになった後は、次のステップとして「モデル
プラン」通りではなく、学年でオリジナルを作成して授業ができるようになってほしいという願いも
込めている。
また今回対象を Let’s Try! 1,2 としたのは、次のような理由による。
・Let’s Try! 1,2 は、次期学習指導要領改訂まで今後 10 年以上使用する予定の教材である。
・読み書きも含めた 5、6年の外国語科が話題になっているが、それは 3、4年での外国語活動がきち
んとできていることが大前提である。
・初任者教員も含めて多くの教員が担任する可能性が高いのが 3、4年生である。まずは教員が自信
を持って「外国語活動の授業ができる」ことが、高学年の外国語科充実にもつながる。本来ならこ
の 8年間でそれができているべきであるが、まだできていない学校はここから始めるしかない。
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・2020 年度から 5、6年はWe Can! 1,2 ではなく、各教科書会社の検定済み教科書を使うことになる。
指導案等も指導書の一部として作られるであろう。
（3）「モデルプラン」作成にあたっての留意点
①フォーマットは国の指導案例のものを基本とした。ワークシートや絵カード等も国のものをそのま
ま使用することを前提としている。教材準備等の負担を少しでも減らすためである。
②単元計画の「主な活動」は、一目で流れが分かるように「Let’s Listen 2」等の教材紙面にある活動
名ではなく「好きなもの・嫌いなものを聞こう」等活動の内容で表した。ユニバーサルデザインの
視点から「学習の流れ」として黒板に示す際にも使うことを意識している。
③「振り返り」の対象が焦点化できるように、「めあて」はそれを実現するための学習活動の直前に
示すこととした。
④「振り返りシート」は、児童の自己効力感を少しでも高めるため、Can-Do 形式を取り入れている。
本来各時間に 1枚が望ましいが、作成や印刷の手間（負担）を考慮して単元単位のものとした。
⑤各 lesson の冒頭に、主な言語材料として慣れ親しむターゲット表現を記載し、どんな英語を使っ
て活動するのかが教員にわかるようにした。
⑥教員が児童をよく見ながら余裕を持って授業ができるように、国の指導案例より 1 lesson の量を少
なめにした。また、学習の流れや内容をできるだけ単純化し、分かり易くしている。
⑦児童に必要な最低限のインプットとともに、教員の英語力を向上するため、Teacher Talk はでき
るだけ簡単な内容にした上で記載した。また、デジタル教材の音声を 1文ずつ止める「1文止め」
や、児童の発言を正しい 1文にして返す「リキャスト」等の基本的な指導技術を使うタイミング等
も明記している。可能な限りシンプルな内容にしながら、授業を通して教員の英語力や指導力が少
しでも向上できるよう配慮した。本稿では、1例として Let’s Try! 1 Unit 4 “I like blue.”の指導案を
掲載する。
（4）「働き方改革」の推進
「モデルプラン」を活用した、効率のよい効果的なOJTを行うためには、「働き方改革」による教
材研究時間の捻出が不可欠である。新学習指導要領では、教科化された道徳の評価の在り方やプログ
ラミング教育など、外国語（活動）以外にも新たな取組が小学校に求められている。年間の行事や様々
な取組の内容、実施回数等を見直し、思い切った「スクラップ」を行わない限り新たな「ビルド」は
難しい。教員が本来の業務である学習指導や生徒指導に専念できるよう、各学校はもとより教育委員
会や校長会等が協力しながら自治体単位で「働き方改革」を推進していく必要がある。
3 ．指導案の最適化に向けて
今回は小学校現場の課題を改善するための一助として、「モデルプラン」を提案した。今後は実践
研究として「モデルプラン」を高槻市内の小学校を中心に実際に使用してもらい、実践を踏まえた具
体的なフィードバックを得ながら修正を加え、最適化を図る予定である。また、「モデルプラン」を
活用することのメリットや教員の意識変化等についても今後調査をしていきたい。
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“A Proposal of a Model Plan to Improve the Difficult Situations
Many Primary School Teachers Currently Face”
NAKANISHI, Koichi
Many teachers in primary schools feel anxious about teaching English under the new Course of
Study starting in 2020. They especially worry about their English competence and teaching skills.
Although Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology has distributed textbooks,
worksheets for children, and guidebooks, digital materials, teaching plans for teachers to all of the
primary schools in the country to prepare for the transitional periods from 2018 to 2019, I sometimes
see some teachers teach in their own way without referring to the guidelines. They say that they are
too busy to read those guidebooks and teaching plans. They also say that they don’t have enough
knowledge and skills to teach English. Actually most of them didn’t learn how to teach English in
primary schools when they were university students. The Education Ministry provided them various
teaching materials but their contents tend to be too much and difficult for ordinary primary school
teachers to use. To deal with this problem and improve the situations, I propose a model plan to teach
English. It’s simple and clear plan, being compared to the Education Ministry’s. So it’s easier for
primary school teachers who have less experience and confidence to teach English. I hope it’ll be
helpful for them.
Key words: English, teachers’ ability to teach English and English competence, model plan
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